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議決権行使期限
2021年９月27日（月曜日）午後６時まで

新型コロナウイルスの感染予防に関するお願い
　多くの株主様が集まる株主総会は集団感染
のリスクがございます。郵送又はインターネ
ットにて議決権をご行使いただき、株主総会
当日のご来場は、お控えいただくこともご検
討ください。
　なお、今後の状況により株主総会の運営に
大きな変更が生じる場合には、当社ウェブサ
イトにてお知らせいたします。

https://www.acmos.co.jp/
証券コード：6888

開催日時

東京都千代田区平河町二丁目４番３号
ホテル ルポール麹町（麹町会館)
２階 ルビー

開催場所

第１号議案 　剰余金処分の件
第２号議案 　 取締役（監査等委員である取締役を除く）

４名選任の件

決議事項
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証券コード 6888
2021年９月７日

株 主 各 位
東京都千代田区神田小川町三丁目26番地８

ア ク モ ス 株 式 会 社
代表取締役会長兼ＣＥＯ 飯 島 秀 幸

　
第30回定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第30回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　新型コロナウイルス感染症の拡大が懸念される状況ではございますが、慎重に検討いたしまし
た結果、感染防止に適切に配慮し本株主総会を開催することといたしました。
　株主の皆様におかれましては、感染拡大防止の観点から、本株主総会につきましては、極力書
面又はインターネットにより事前の議決権行使をいただき、当日のご来場をお控えいただけます
ようお願い申し上げます。議決権の事前行使にあたりましては、お手数ながら後記株主総会参考
書類をご検討のうえ、2021年９月27日（月曜日）午後６時までに議決権をご行使くださいます
ようお願い申し上げます。

敬 具
　

記
　

1. 日 時 2021年９月28日（火曜日）午後３時
（なお、受付開始時刻は午後２時30分を予定しております。）

2. 場 所 東京都千代田区平河町二丁目４番３号
ホテル ルポール麹町（麹町会館) ２階 ルビー
（末尾記載の株主総会会場ご案内略図をご参照ください。）

3. 会議の目的事項
報 告 事 項 1. 第30期（2020年７月１日から2021年６月30日まで）事業報告、連結

計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監査結果報
告の件

2. 第30期（2020年７月１日から2021年６月30日まで）計算書類報告の
件

決 議 事 項 第1号議案 剰余金処分の件
第2号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（インターネットによる開示について）
◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、下記の事項につきましては、法令及び定款第
14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.acmos.co.jp/）
に掲載しておりますので、本添付書類には記載しておりません。
　 ・事業報告 「会社の体制及び方針並びに運用状況」
　 ・連結計算書類 「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
　 ・計算書類 「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」
　なお、本招集ご通知の添付書類に記載しております連結計算書類及び計算書類は、会計監査人
及び監査等委員会が会計監査報告及び監査報告の作成に際して監査した連結計算書類及び計算
書類の一部であります。

（その他のご案内）
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。
◎新型コロナウイルス感染予防のため、例年より会場の座席数を大幅に減らしており、ご用意し
た座席数を超える数の株主様の入場を制限させていただく場合がございます。
◎会場受付付近で、アルコール消毒液を配備いたします。ご来場の株主様は、マスクの着用をお
願い申し上げます。
◎会場入口付近で検温をさせていただき、発熱があると認められる方、体調不良と思われる方
は、入場をお断りしお帰りいただく場合がございます。
◎株主総会の運営スタッフ及び役員は、検温を含め、体調を確認のうえマスク着用で応対をさせ
ていただきます。
◎省エネルギー及び節電への取り組みの一環として、軽装（クールビズ）にて対応させていただ
きますので、予めご了承くださいますようお願い申し上げます。
◎事業報告、連結計算書類及び計算書類並びに株主総会参考書類に修正が生じた場合は、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト（https://www.acmos.co.jp/）において掲載させていただき
ます。

　

◎新型コロナウイルスの感染拡大の影響により、株主総会の運営に大きな変更が生じる場合に
は、当社ウェブサイト（https://www.acmos.co.jp/）にてお知らせいたします。

　

◎ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。予めご了承くださいますよう、お願い
申し上げます。
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株主総会参考書類（５頁～９頁）をご検討のうえ、議決権のご行使をお願い申し上げます。

議決権の行使についてのご案内

株主総会にご出席の株主様

議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。
※ 裏表紙の「株主総会会場ご案内略図」を 
ご参照ください。

株主総会開催日時

2021年9月28日（火）
午後3時

ご
推
奨

株主総会の議決権行使を事前に行使いただける株主様

議決権行使書用紙に賛否を記入し、
ご返送ください。

郵送

インターネット

議決権行使サイト（https://evote. 
tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、
賛否をご入力ください。

2021年9月27日（月）
午後6時までに到着

行使期限

2021年9月27日（月）
午後6時まで

行使期限

詳細は次ページをご覧ください。
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インターネットによる議決権行使のお手続きについて
インターネットにより議決権を行使される際は、次の事項をご確認の上、パソコン、スマートフォン又は
タブレットから、議決権行使サイトにアクセスし、画面の案内に従って行使してくださいますようお願い
申し上げます。

ご注意事項
● 午前２時から午前５時はご利用いただけません。
● 複数回にわたり行使された場合の議決権の取扱い
　（1） 議決権行使書用紙の郵送とインターネットの双方により

重複して議決権を行使された場合は、インターネット
による議決権行使の内容を有効とさせていただきます。

　（2） インターネットにより複数回にわたり議決権を行使さ
れた場合は、最後に行使された内容を有効とさせてい
ただきます。

● インターネット接続料、通信料等、議決権行使サイトへのア
クセスに際して発生する費用は株主様のご負担となります。

● システム等に関するお問い合わせ ●
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）
0120-173-027（午前9時～午後9時、通話料無料）

QRコードを読み取る方法
（スマートフォン・タブレット等から）

「ログインID」「パスワード」を
入力する方法

1 議決権行使サイトへアクセス  
https://evote.tr.mufg.jp/

議決権行使サイトにお
いて、議決権行使書用
紙に記載された「ログ
インID」及び「仮パス
ワード」をご入力いた
だき、画面の案内に従
って議案の賛否をご入
力ください。

2ログイン

株主様以外の方による
不正アクセスや議決権
行使内容の改ざんを防
止するため、ご利用の
株主様には、議決権行
使サイト上で「仮パス
ワード」の変更をお願
いしております。

3パスワード登録2 画面の案内に従い、議案の賛否をご入力くだ
さい。

QRコードによる議決権行使は
1回に限り可能です。

再行使する場合は右の「ログインID」「パスワー
ド」を入力する方法をご利用ください。

1 議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを
読み取ってください。

※ 「QRコード」は株式会社
デンソーウェーブの登録
商標です。
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株主総会参考書類
　

議案及び参考事項
第１号議案 剰余金処分の件
当社は、株主の皆様に対する安定的な配当の実現を中長期的な重点課題として位置付け、

配当原資確保のための収益力向上を図り、財政基盤の強化に努め、当社連結の親会社株主に
帰属する当期純利益に対する配当性向30％以上を目標に、配当を行うことを基本方針とし
ております。
当期末の配当につきましては、１株につき11円とさせていただきたいと存じます。
(1) 配当財産の種類
　 金銭といたします。
(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　 当社普通株式１株につき金11円 総額 107,294,627円
(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
　 2021年９月29日
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）４名選任の件
当社定款の定めにより、取締役（監査等委員である取締役を除く）４名全員は本総会終結
の時をもって任期満了となります。
つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く）４名の選任をお願いいたしたい
と存じます。
なお、本議案は取締役会の諮問機関である指名報酬委員会の答申を受けたうえ監査等委員
会の審議を経て上程するものであります。
取締役（監査等委員である取締役を除く）候補者は、次のとおりであります。

　

候補者
番 号 氏 名 当社における地位及び担当

1 再 任
いい じま ひで ゆき

飯 島 秀 幸 代表取締役会長兼ＣＥＯ

2 再 任
きよ かわ あき ひろ

清 川 明 宏 代表取締役社長兼ＣＯＯ

3 再 任
いし かわ みのる

石 川 稔 取締役 専務執行役員営業本部長

4 再 任
ふか さく こう いち

深 作 耕 一 取締役 専務執行役員技術本部長
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 候補者の有する

当 社 株 式 数

１

いい じま ひで ゆき
飯 島 秀 幸
（1947年５月11日生）

1987年２月 ㈱日本不動産経営研究所（現コンセー
ユ・ティ・アイ㈱）設立、代表取締役
（現任）

1991年８月 当社前身、㈱アイ・エフ・シー設立、
代表取締役社長

1996年９月 当社 代表取締役会長
1999年８月 当社 代表取締役社長
2010年10月 ㈱エクスカル 代表取締役
2012年７月 ＡＣＭＯＳソーシングサービス㈱

代表取締役社長（現任）
2013年６月 ＡＳロカス㈱ 代表取締役会長（現任）
2016年９月 当社 代表取締役会長兼ＣＥＯ（現任）

1,010,400

株

【候補者の選任理由】
当社設立以来、当社及び当社グループの代表として全体の経営戦略立案や意思決定における中枢とし
て重要な役割を果たしてまいりました。会社経営に関する豊富な経験や見識が、更なる業績の向上と
持続的な企業価値の創出に資すると判断したため、引き続き取締役として選任をお願いするものであ
ります。

２

きよ かわ あき ひろ
清 川 明 宏
（1960年10月16日生）

1981年11月 茨城ソフトウェア開発㈱（現当社）入
社

2008年５月 当社 執行役員
2014年７月 当社 管理本部長
2015年９月 当社 取締役
2016年７月 当社 業務統括執行役員
2016年９月 当社 代表取締役社長兼ＣＯＯ（現任）

18,300

株

【候補者の選任理由】
当社入社以来、技術・営業及び管理部門を経て、それらで得た幅広い経験と高い見識を生かし当社の
経営における重要な事項に積極的な意見や提言を行ってまいりました。今後も同氏の総合的な知見が、
更なる業績の向上と持続的な企業価値の創出に資すると判断したため、引き続き取締役として選任を
お願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 候補者の有する

当 社 株 式 数

３

いし かわ みのる
石 川 稔
（1961年10月14日生）

1983年４月 茨城ソフトウェア開発㈱（現当社）入
社

2004年７月 同社 取締役
2008年１月 当社 執行役員
2009年７月 当社 常務執行役員
2010年３月 日本メカトロニクス㈱（現ＡＣＭＯＳ

ソーシングサービス㈱）代表取締役
2013年７月 当社 事業本部長
2013年９月 当社 取締役（現任）
2014年７月 当社 専務執行役員（現任）
2015年７月 ㈱エクスカル 代表取締役
2016年７月 当社 営業本部長（現任）

12,000

株

【候補者の選任理由】
当社入社以来、主に営業部門に従事し現在専務執行役員営業本部長として当社の売上拡大に尽力して
おります。これまで築いてきた人脈や、その豊富な営業経験は、今後も当社取締役会において意思決
定機能や監督機能に実効性強化が期待できると判断したため、引き続き取締役として選任をお願いす
るものであります。

４

ふか さく こう いち
深 作 耕 一
（1962年９月６日生）

1983年４月 茨城ソフトウェア開発㈱（現当社）入
社

2008年５月 当社 執行役員
2014年７月 当社 常務執行役員
2015年７月 当社 営業本部長
2015年９月 当社 取締役（現任）
2016年７月 当社 技術本部長（現任）
2019年７月 当社 専務執行役員（現任）

17,300

株

【候補者の選任理由】
当社入社以来、主に技術部門に従事し現在専務執行役員技術本部長として当社の方向性を決定する重
要な意思決定を行ってきており、当社の技術について、深い知見を有しております。その知見や豊富
な業務経験は、今後も当社取締役会において意思決定機能や監督機能に実効性強化が期待できると判
断したため、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

　

（注） 1. 飯島秀幸氏は、当社の大株主であるコンセーユ・ティ・アイ株式会社の全株式を所有しております。
　 2. その他の候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
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（ご参考）取締役会の構成及び各取締役のスキルマトリクス
　 本総会において第２号議案の取締役候補者が選任された場合

氏 名 当社における地位
及び担当等 会議・委員会等 企業経営 Ｉ Ｔ

技術開発
営 業

マーケティング
財 務会計
Ｍ＆Ａ

法 務
リスクマネジメント

社
内
取
締
役

飯島 秀幸
代表取締役会長
兼ＣＥＯ
（業務執行取締役）

経営会議
指名報酬委員会 ● ● ●

清川 明宏
代表取締役社長
兼ＣＯＯ
（業務執行取締役）

経営会議 ● ● ●

石川 稔
取締役専務執行役員
営業本部長
（業務執行取締役）

● ●

深作 耕一
取締役専務執行役員
技術本部長
（業務執行取締役）

● ●

金子登志雄 監査等委員 ● ● ●

社
外
取
締
役

西山 達男 独立役員
監査等委員

経営会議
指名報酬委員会 ● ● ●

板垣 雄士 独立役員
監査等委員 指名報酬委員会 ● ●

松尾 恭志 独立役員
監査等委員 経営会議 ● ● ●

（注） 1. 取締役会を構成する取締役の専門分野をマトリクスにて示すもので、各取締役の有するスキル及び
　期待されるスキルのうち主なものに「○」印をつけております。
2. どのスキルを有するかについては、スキル項目に関係する専門資格のほか、スキルにかかわる業務
　経験や役職の経験に基づき判断しております。
3. 人事、人材開発等の人財戦略は、企業経営に含めております。

以 上
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（添 付 書 類）
事 業 報 告
（自

至
2020
2021

年
年
７
６
月
月
１
30
日
日）

　
1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及び成果
① 連結業績の状況
当連結会計年度(自2020年７月１日至2021年６月30日、以下「当期」という。)にお

けるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大が続くなか、国内でも変異
株の感染が広がりを見せており、当社の本社がある東京都では緊急事態宣言の発出が繰り
返され、景気の見通しは不透明な状況が続いております。
当社グループの事業を取り巻く環境では、デジタルトランスフォーメーション(ＤＸ)に
よる既存システムの刷新や、新たなビジネスモデルの構築、生産性向上による競争力の強
化などを目的としたＩＣＴ技術の活用が注目されてきております。国の政策においてもデ
ジタル・ガバメントの推進が掲げられており、デジタル庁の創設、国・地方自治体のシス
テム、基盤整備などが進められてきています。また、新型コロナウイルス感染症の拡大を
契機としたテレワークや遠隔操作、自動化などのためのＩＣＴの活用やＩｏＴの普及に伴
い、ネットワーク保守やデータ流通における安全性の確保、サイバーセキュリティの強化
の重要性が増しているほか、地震や大雨等による近年の自然災害の増加を受けて、防災関
連のシステムが注目されてきております。
当社グループは、2025年６月期までに取り組むべき事業の方向性を示す「長期ビジョ
ン 2025」 を 2016 年 に 制 定 し て お り ま す。当 期 を 含 む 「中 期 経 営 計 画 Ⅱ
（2019/07-2022/06）」では、テーマ「発展」を掲げ、専門分野を深耕し、新サービス
でお客様を獲得する個性豊かなグッドカンパニーを目指します。
　新型コロナウイルス感染症拡大防止への対策については、引き続き社員へのマスク着用
やうがい・手洗いの徹底、テレワークの活用、会議や研修等でのリモート対応などの取り
組みを継続しております。また、研修の参加者や遠隔地への出張者には、独自にＰＣＲ検
査を実施し、お客様や社員の感染リスクを低減するよう努めております。
　当期の売上高は4,526百万円(前連結会計年度(自2019年７月１日至2020年６月30日、
以下「前期」という。)は4,881百万円、前期比7.3％減)となりました。営業利益は500百
万円(前期は517百万円、前期比3.3％減)、経常利益502百万円(前期は527百万円、前期
比4.8％減)、親会社株主に帰属する当期純利益は358百万円(前期は335百万円、前期比
7.1％増)となりました。
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売上高は前期に対し減少しましたが、新型コロナウイルス感染症による影響は当期の計
画立案時点の想定より若干軽微であったことに加え、期首から当社の本業の技術を活用し
てテレワークを積極的に推進し効率的な業務対応を進めたことから、営業利益以下の利益
項目は当初の予想を上回る実績となりました。

　② 主な事業の状況
各セグメント別の状況は以下のとおりです。

　 （単位：百万円）
　

区 分 前連結会計年度 当連結会計年度
売 上 高 4,881 4,526
ＩＴソリューション※ 4,493 4,218
Ｉ Ｔ サ ー ビ ス ※ 404 320

営 業 利 益 517 500
経 常 利 益 527 502
親会社株主に帰属する当期純利益 335 358
※セグメントの売上高は連結相殺前の数値となっております。また、事業別の数値には内部取引
高又は振替高を含んでおります。

　
1） ＩＴソリューション事業
1. ＳＩ・ソフトウェア開発分野では、前期における入札案件などの一時的な売上増加要
因がなくなった一方、当期では民間向けシステム更新プロジェクトが開発から保守フェ
ーズに移行して引き続き取り組みを行ったほか、公共系の開発案件や消防通信指令シス
テムの定期改修業務などが堅調に推移いたしました。地図情報関連事業では地方や特に
民間への新規営業活動が難しいなか、既存取引先、地方自治体の業務や、森林ＩＣＴプ
ラットフォーム関連、消防ＧＩＳや防災関連システム構築などを中心に取り組みまし
た。以上により当期のＳＩ・ソフトウェア開発分野の売上高は、2,961百万円(前期比
7.1％減)となりました。
2. ＩＴ基盤・ネットワーク構築分野では、既存のお客様のネットワーク運用保守をはじ
め、首都圏のネットワーク・セキュリティ関連案件の開拓と稼働率の向上、医療系シス
テム関連での運用業務と販路拡大に努め、受注活動は堅調に推移しました。医療系シス
テムではスポット案件が前期に対し減少したものの、病院のシステム運用・保守では前
期と同水準の稼働数となりました。パートナー商材を活用した構築案件など製品・サー
ビスの販売が伸びたことや、官公庁の業務基盤、仮想デスクトップやグループウェア、
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テレワーク環境の構築、運用保守や関連装置の納入などの取り組みにより、当期のＩＴ
基盤・ネットワーク構築分野の売上高は1,257百万円(前期比3.8％減)となりました。
　自社開発の標的型攻撃メール対応訓練ソリューション製品、SYMPROBUS
Targeted Mail Training( 略称「TMT」 )と SYMPROBUS CoTra Enterprise( 略称
「CoTra-Ent」)については当期末現在、追加契約、契約更新して頂いたお客様を含め、
延べ115件、14万を超えるアカウントの累計数となっております。また、CoTra-Ent
については2021年4月より大同生命保険株式会社が中小企業向けサポートメニューと
して提供する「標的型攻撃メール対応訓練サービス」に採用されました。
以上の結果、当期のＩＴソリューション事業全体の売上高は4,218百万円(前期は
4,493百万円、前期比6.1％減)、営業利益は511百万円(前期は531百万円、前期比3.7
％減)となりました。

2） ＩＴサービス事業
ＩＴサービス事業では、当期は期首から引き続き新型コロナウイルス感染症の影響に
よる集合形式のイベントの中止や延期があり、アンケートや試験事務局の案件に影響を
受けました。また、ストレスチェック業務では、実施の延期、顧客側の業績悪化による
予算縮小などの影響がありました。
　全体的に業務量が減少していることから一時休業を行うとともに雇用調整助成金を活
用して人件費を圧縮し、また外注コストの見直しや内製化による原価コストの削減を進
めるとともに、既存のお客様への深掘り営業活動を進めましたが、新型コロナウイルス
感染症の影響により新規商談機会の獲得が難しく、売上高は320百万円(前期は404百
万円、前期比20.9％減)となりました。営業利益については費用削減効果により26百万
円(前期は19百万円、前期比35.1％増)となりました。

＜次期の見通し＞
　新型コロナウイルス感染症の影響は未だ収束の兆しが見えておらず、今後の経済活動にお
いても不透明な状況が続いております。ＤＸに伴うＩＴ投資が官民で見込まれるものの、将
来における受注及びプロジェクト進捗への影響、新型コロナウイルス感染症への関係者の罹
患といったリスクに対して影響を正確に把握することは困難であります。見通しにあたって
は労働環境や営業活動の状況は、現時点で入手可能な情報のうち合理的と判断された内容の
みを業績の見通しに織り込んでおります。
　2022年６月期の見通しについては、ＩＴソリューション事業において既に受注している
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官公庁案件の計上が見込まれているほか、人員の増加による売上が見込まれることから、売
上高5,000百万円(前期比10.5％増)、営業利益510百万円(前期比1.9％増)、経常利益510百
万円(前期比1.5％増)、親会社株主に帰属する当期純利益345百万円(前期比3.9％減)を予想
しております。また、これを前提として次期の年間配当額は１株当たり普通配当11円、上
場25周年を記念した記念配当２円の合計13円を想定しております。
次期の連結業績に対する見通しは次のとおりです。

　

　 （単位：百万円）
　

区 分 2022年６月期
売 上 高 5,000
営 業 利 益 510
経 常 利 益 510
親会社株主に帰属する当期純利益 345

（2）対処すべき課題
当社グループは、社会インフラや行政サービスを支える各種のＩＴソリューションを提供
する企業として、災害発生時や新型コロナウイルス感染症の感染拡大等による非常時におい
ても、お客様に安心・安全なサービスを提供するため事業を推進してまいります。また、自
社のセキュリティリスクへの対応に努めるとともに、セキュリティ分野での製品、サービス
の提供を通じお客様の情報セキュリティリスクの低減に貢献してまいります。
企業として持続的な成長を実現していくため、更なる付加価値の向上を行うことを重要
な課題として捉えており、以下の取り組みを推進してまいります。
① 人財の確保と育成
当社グループの主要事業であるＩＴソリューション事業分野では、業務に従事する人員
数と売上高が相関関係にあり、人財需要の旺盛なＩＴ業界において、人財の数と採用した
人財への専門教育の充実を最重要課題としており、以下の施策により対処いたします。
・各事業の成長分野に必要な人財像に基づいて採用基準の適正化を図り、人財の質と量を
確保する。
・ＩＴソリューション事業分野でのお客様ニーズに対応するため、特に首都圏でのネット
ワーク＆インフラエンジニアの拡充を図る目的で、新入社員の集中教育プログラムを立
ち上げる。
・専門特化分野での専門性を発揮できるよう資格取得支援などの専門性向上に引き続き取
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り組む。
・自社グループの人財のみならず、ビジネスパートナー企業との連携を深め、ＩＴソリュ
ーション事業分野での技術者の確保に努める。

② 製品・サービスの拡充
当社グループでは、事業の伸長を重点的に図る事業領域を専門特化分野と位置付けてお

りますが、製品・サービスの売上に占める割合が少なく、これらの専門特化分野での製品
＆サービスの拡充を課題としております。
・中期経営計画の専門特化分野の情報セキュリティ、消防・防災、空間情報、地図情報等
に関連する分野で、アライアンスを推進し、製品やサービスの研究開発を行う。

③ 営業力の強化
新型コロナウイルス感染症の拡大により、お客様の新型コロナウイルス感染症への対応
方針による訪問制限や在宅勤務の浸透により、従来の対面型の営業スタイルを見直しお客
様との接点を確保するための営業力の強化が課題となっております。
・新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえて柔軟な営業方法を選択し、感染リスク
を防止しながら受注計画を達成する。
・アライアンスパートナーとの連携やＷＥＢマーケティング活用等により新規開拓に努め
る。

④ 働く環境の変化への対応
ＩＴを主力事業とする当社グループにおいては、事業で培った技術を活用して比較的早
期にテレワークによる在宅勤務の仕組みを構築することができましたが、その一方で、コ
ロナ禍での社員とのコミュニケーションスタイルの変化への対応や研修手法については課
題を残しており、新型コロナウイルス感染症の影響の長期化を前提に継続的な改善の必要
性があります。
・コミュニケーション方法や研修制度を環境変化に適応させ、社員がストレスなく働ける
環境を整える。
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（3）設備投資の状況
当社グループによる設備投資総額は26百万円であり、以下のとおりであります。
① 有形固定資産
有形固定資産の投資額は12百万円となり、その主なものはコンピュータ設備・建物附
属設備・OA機器の新設及び更新であります。

② 無形固定資産
無形固定資産の投資額は14百万円となり、その主なものはソフトウェア製品の制作で
あります。

（4）資金調達の状況
当連結会計年度の金融機関からの借入金の純減額は94百万円でありました。

（5）事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

（6）他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

（7）吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

（8）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。
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（9）財産及び損益の状況の推移
① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

期 別
区 分

第 27 期
（2018年６月期）

第 28 期
（2019年６月期）

第 29 期
（2020年６月期）

第 30 期
（2021年６月期）

売 上 高（百万円） 4,200 4,698 4,881 4,526
経 常 利 益（百万円） 218 354 527 502
親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 167 250 335 358
1 株 当 た り 当 期 純 利 益（円） 17.25 25.86 34.55 36.88
総 資 産（百万円） 2,724 3,115 3,470 3,498
純 資 産（百万円） 1,609 1,835 2,132 2,441
(注)「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等を2019年６月期から適用しており、2018年6月期の総資
産については、当該会計基準等を遡って適用し表示しております。

② 当社の財産及び損益の状況の推移（単独決算）
期 別

区 分
第 27 期

（2018年６月期）
第 28 期

（2019年６月期）
第 29 期

（2020年６月期）
第 30 期

（2021年６月期）
売 上 高（百万円） 2,655 3,007 3,324 3,083
経 常 利 益（百万円） 141 236 395 398
当 期 純 利 益（百万円） 126 192 271 298
1 株 当 た り 当 期 純 利 益（円） 13.07 19.83 27.97 30.69
総 資 産（百万円） 2,292 2,509 2,830 2,930
純 資 産（百万円） 1,495 1,658 1,877 2,121
(注)「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等を2019年６月期から適用しており、2018年6月期の総資
産については、当該会計基準等を遡って適用し表示しております。

（10）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係
当社の親会社に該当する会社はありません。
コンセーユ・ティ・アイ株式会社は、当社の株式を18.14％所有しており、会社計算規

則上の会社が他の会社の関連会社である場合における当該他の会社にあたります。当社
は、投資事業を営む同社の投資先という関係にありますが、事業活動や経営戦略の決定に
ついては、当社独自の意思決定を行っており、同社との取引はありません。
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② 重要な子会社の状況（2021年６月30日現在）
会 社 名 資 本 金 議決権比率 事 業 内 容

ACMOS ソーシングサービス株式会社 13,000千円 100.0 ％

情報技術事業
ＩＴソリュー
ションＡ Ｓ ロ カ ス 株 式 会 社 100,000 81.0

株 式 会 社 ジ イ ズ ス タ ッ フ 50,000 100.0 ＩＴサービス

（11）企業集団の主要な事業セグメント（2021年６月30日現在）
当社グループの主要な事業内容は、情報技術事業として、ＩＴソリューション事業とＩＴ
サービス事業に区分されます。当社は、自らもＩＴソリューション事業を営むとともに、こ
れらの分野の事業を営む会社の株式・持分を所有することで、当該会社の事業活動を支配・
管理し、グループの企業価値を最大限に高めることを目的としております。
ＩＴソリューション事業では、構築分野 (ＩＴ基盤設計・構築)、開発分野 (ＳＩ・システ
ム開発)、サービス分野 (システム運用・保守) の３つの事業を、ＩＴサービス事業では、情
報処理サービス事業を営んでおります。

（12）企業集団の主要拠点等（2021年６月30日現在）
① 当 社
本 社 東京都千代田区
茨 城 本 部 茨城県水戸市
茨城開発センター 茨城県那珂郡東海村
つくばオフィス 茨城県土浦市

② 子 会 社
ＩＴソリューション事業：ACMOSソーシングサービス株式会社 東京都千代田区

ＡＳロカス株式会社 千葉県千葉市
ＩＴサービス事業：株式会社ジイズスタッフ 東京都千代田区
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（13）従業員の状況（2021年６月30日現在）
① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数
（外 平均臨時雇用者数） 前期末比増減

情 報 技 術 事 業
Ｉ Ｔ ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 385名（47名） 10名増
Ｉ Ｔ サ ー ビ ス 事 業 20名 （7名） 7名減
合 計 405名（54名） 3名増

（注） 従業員数は、就業人員数を記載しております。

② 当社の従業員の状況
従 業 員 数 267名
平 均 年 齢 37.8歳
平均勤続年数 13.1年

（14）主要な借入先及び借入額（2021年６月30日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

千円
株 式 会 社 筑 波 銀 行 50,000
株 式 会 社 千 葉 興 業 銀 行 28,560
株 式 会 社 常 陽 銀 行 20,000
株 式 会 社 り そ な 銀 行 20,000
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 5,000

（15）その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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2. 会社の株式等に関する事項
（1）株式に関する事項

（2021年６月30日現在）
① 発行可能株式総数 32,300,000株
② 発行済株式の総数 10,215,400株

（注） 発行済株式の総数には、自己株式461,343株が含まれております。
③ 株主数 7,607名
④ 大株主（発行済株式（自己株式を除く）の総数の上位10名の株主）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
コ ン セ ー ユ ・ テ ィ ・ ア イ 株 式 会 社 1,770,000株 18.14％
飯 島 秀 幸 1,010,400株 10.35％
ア ク モ ス グ ル ー プ 社 員 持 株 会 310,428株 3.18％
株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 127,961株 1.31％
外 池 栄 一 郎 120,000株 1.23％
金 子 登 志 雄 96,000株 0.98％
Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ 日 興 証 券 株 式 会 社 54,100株 0.55％
光 通 信 株 式 会 社 50,400株 0.51％
日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 48,300株 0.49％
楽 天 証 券 株 式 会 社 47,400株 0.48％
（注）当社は、自己株式461,343株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率は
　 自己株式を控除して算出しております。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に交付した株式の状況
株 式 数 交付対象者数

取締役（監査等委員である取締役を除く） 14,000株 4名
監査等委員である取締役 － －
（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告「３．(3)当事業年度に係る取締役の報酬等の総額」
に記載しております。
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⑥ その他株式に関する重要な事項
　 該当事項はありません。

（2）新株予約権等に関する事項
① 当社役員が保有している新株予約権等の状況
該当事項はありません。

② 当事業年度中に使用人等に交付した新株予約権等の状況
該当事項はありません。

③ その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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3. 会社役員に関する事項
（1）取締役の状況

（2021年６月30日現在）
地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長
兼 C E O 飯 島 秀 幸

ＡＣＭＯＳソーシングサービス株式会社 代表取締役社長
ＡＳロカス株式会社 代表取締役会長
コンセーユ・ティ・アイ株式会社 代表取締役

代表取締役社長
兼 C O O 清 川 明 宏

取 締 役 石 川 稔 専務執行役員営業本部長

取 締 役 深 作 耕 一 専務執行役員技術本部長

取 締 役
（常勤監査等委員） 西 山 達 男

取 締 役
（監 査 等 委 員） 板 垣 雄 士 板垣雄士公認会計士事務所 所長

株式会社ＮＨＫエデュケーショナル 監査役
取 締 役
（監 査 等 委 員） 松 尾 恭 志

取 締 役
（監 査 等 委 員） 金 子 登志雄 金子司法書士事務所 所長

　

（注）1. 取締役のうち西山達男氏、板垣雄士氏、松尾恭志氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であ
ります。

2. 当社は、監査等委員会の監査・監督機能を強化し、取締役（監査等委員を除く）からの情報収集及び
重要な社内会議における情報共有並びに内部監査室と監査等委員会との十分な連携を可能にするた
め、西山達男氏を常勤の監査等委員として選定しております。

3. 当事業年度中の取締役の異動
松尾恭志氏は、2020年9月24日開催の当社第29回定時株主総会をもって取締役（監査等委員）に就
任いたしました。

4. 取締役（監査等委員）板垣雄士氏は公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有するものであります。

5. 西山達男氏、板垣雄士氏、松尾恭志氏は、東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が
生じるおそれのない独立役員であります。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、監査等委員である取締役全員と会社法第423条第1項の賠償責任を限定する契
約を締結しており、当該契約に基づく賠償の限度額は、会社法その他の法令が規定する金
額を最低責任限度額としております。
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（3）当事業年度に係る取締役の報酬等の総額

区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象人員
（名）基本報酬 業績連動報酬等 譲渡制限付

株式報酬
取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

49,978
（－）

32,040
（－）

10,000
（－）

7,938
（－）

4
（－）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

13,050
（11,250）

13,050
（11,250）

－
（－）

－
（－）

4
（3）

合 計 63,028 45,090 10,000 7,938 8

（注）1. 当事業年度末現在の監査等委員を除く取締役の人数は4名、監査等委員である取締役の人数は4名（う
ち社外取締役は3名）であります。

2. 当社の取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、2016年９月27日開催の第25回定時株主総会に
おいて年額１億６千万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数
は４名であります。また、上記報酬枠とは別枠で、2019年９月26日開催の第28回定時株主総会にお
いて、取締役（監査等委員を除く）の譲渡制限付株式報酬額として、年額３千万円以内と決議いただ
いております。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は４名であります。

3. 取締役（監査等委員を除く）の報酬額については、取締役会の諮問機関である指名報酬委員会の審
議・答申を受けたうえ決定をいたしております。

4. 当社の取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年９月27日開催の第25回定時株主総会において
年額４千万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会の定めに係る取締役（監査等委員）
の員数は３名であります。

5. 取締役の報酬額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

（4）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定の方法

当社は、取締役会の任意の諮問機関として独立社外取締役を主要な構成員とする指名
報酬委員会の審議・答申を経て、2021年2月19日開催の取締役会において、取締役の
報酬の内容に係る決定方法を決議しております。

② 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容の概要
1）取締役の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

業務執行取締役の報酬は、指名報酬委員会の審議・答申を経て、取締役会の決議によ
り定めており、固定報酬として基本報酬を支給しております。また、業績に連動し変動
する報酬は、賞与と株式報酬の２種類の報酬があります。
監査等委員である取締役及び社外取締役の報酬は、監査等委員会による全会一致で決

定し、その職務内容に鑑み、固定報酬の基本報酬のみとしております。
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2）基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
取締役を対象に、毎月、金銭による固定報酬として支給しております。また、各取締
役の基本報酬は、職位、職責に応じて世間水準、当社の業績等の経営内容、従業員給与
とのバランスを考慮しながら、総合的に勘案して決定いたします。

3）取締役の個人別の業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方
法の決定に関する方針
(a)賞与
業務執行取締役の各事業年度の業績向上に対する意識を高めるために、業績指標に
営業利益を採用し、営業利益実績の目標値に対する達成度合いに応じて原資を定め、
職位、職責、目標達成への貢献度を踏まえて算出された額を賞与の支給額としてお
り、年1回、当該事業年度の決算発表後に支給しております。なお、当事業年度にお
ける業績指標の実績値は営業利益３７２百万円でした。

(b)株式報酬
株式報酬は、中期経営計画の達成に向けたインセンティブを付与し、業務執行取締
役と株主の皆様との価値共有を一層促進することを目的としております。
第29期(2020年6月期)～第31期(2022年6月期)までの3事業年度において、各事業
年度の業績指標である連結営業利益率を達成した場合に、その成功報酬として当該事
業年度終了時まで当社の業務執行取締役として活動した取締役を対象に、当該事業年
度の定時株主総会終了後、交付日を決定しております。
株式報酬は、職位、職責、業績への貢献度に応じて株式数を算定して当社普通株式
の交付を行い、交付時から5年間は、譲渡、担保の差し入れその他一切の処分をでき
ない譲渡制限付株式として当社が管理しております。
また、事業年度当たりの報酬限度額は、当社株式14,000株、金額換算においては、
年3,000万円以内とし、その内訳は次のとおりとしております。
（年報酬株式数限度）代表取締役1名につき 年4,000株
　 代表取締役以外の業務執行取締役1名につき 年3,000株
なお、当事業年度中に支払った株式報酬における具体的指標については目標連結営
業利益率8％のところ、その実績は10.6％でした。
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4）金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等
の額に対する割合の決定に関する方針
取締役会は、業務執行取締役の各報酬の種類別の割合について、指名報酬委員会の答
申に基づき、取締役の個人別の報酬等の額に対する割合を決定しております。業績指標
である連結営業利益率目標を100％以上達成した場合の基本報酬：金銭による業績連動
報酬：非金銭による業績連動報酬の割合は、7：2：1を目安としております。

5）当該事業年度に係る取締役（監査等委員を除く）の個人別の報酬等の内容が当該方針
に沿うものであると取締役会が判断した理由
取締役会で決定された役員報酬の基本方針及び決定プロセスに基づき、指名報酬委員
会にて内容が検討されていることから、取締役の個人別の報酬等の内容の決定方針に沿
うものであると判断しております。

（5）社外役員に関する事項
① 他の法人等の業務執行者の重要な兼職状況

社外取締役（監査等委員）板垣雄士氏は、板垣雄士公認会計士事務所の所長でありま
す。なお、同事務所と当社との間には取引はありません。

② 他の法人等の社外役員の重要な兼職状況
社外取締役（監査等委員）板垣雄士氏は、株式会社ＮＨＫエデュケーショナルの監査
役であります。なお、同社と当社との間には取引はありません。

③ 主要取引先等特定関係事業者との関係
該当事項はありません。
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④ 当事業年度における主な活動状況
（取締役会等への出席状況及び発言状況）

　

区分 氏名 出席状況及び発言状況並びに
期待される役割に関して行った職務の概要

取締役
(常勤監査等委員) 西山 達男

当事業年度に開催された取締役会13回すべてに出席、更に監
査等委員会13回すべてに出席し、常勤監査等委員として、ま
た金融等の分野における豊富な経験と幅広い見識に基づき助言
提言を行っております。
また、任意の諮問機関である指名報酬委員会の委員長を務め、
委員会において重要な役割を果たしています。

取締役
(監査等委員) 板垣 雄士

当事業年度に開催された取締役会13回すべてに出席、更に監
査等委員会13回すべてに出席し、主に公認会計士としての専
門的な知識により、助言提言を行っております。
また、任意の諮問機関である指名報酬委員会の委員を務め、委
員会において重要な役割を果たしています。

取締役
(監査等委員) 松尾 恭志

2020年9月24日取締役（監査等委員）就任後、10回開催され
た取締役会すべてに出席、更に10回開催された監査等委員会
すべてに出席し、主にＩＴ事業の専門的な知識と経験により、
助言提言を行っております。

（6）会計監査人の状況
① 名称

ＵＨＹ東京監査法人
② 報酬等の額
・報酬等の額 11,574千円
・当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他財産上の利益額 11,574千円
（注）1. 当社は、会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、金融商品取引法に基づく監査報酬の額
を含めて記載しております。

2. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容及び会計監査の職務遂行状況などが適切であ
るかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判
断をいたしました。

③ 非監査業務の内容
該当事項はありません。

④ 解任又は不再任の決定方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認
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められる場合等には、監査等委員の全員の同意により、会計監査人の解任を決定いたしま
す。
　また、会計監査人の監査品質、品質管理、独立性、総合的能力等の観点から、会計監査
人が監査を十分に遂行することが困難であると認められる場合には、株主総会に提出する
会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会は、当該決定に基づ
き、同議案を株主総会に提案いたします。

（本事業報告中の記載数字は、表示単位未満を切り捨てております。）
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年６月30日現在）

　（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

〈資 産 の 部〉 〈負 債 の 部〉
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品

仕 掛 品

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

工 具、 器 具 及 び 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

3,068,587

2,349,416

606,650

7,037

58,605

46,875

429,727

185,001

92,659

23,505

68,836

49,688

7,666

39,106

2,914

195,037

66,783

59,594

68,659

流 動 負 債 1,051,029
買 掛 金 119,405
短 期 借 入 金 115,000

1年内返済予定の長期借入金 8,560

未 払 金 183,600
未 払 費 用 407,767
未 払 法 人 税 等 98,353
賞 与 引 当 金 28,586
そ の 他 89,756
固 定 負 債 6,086
そ の 他 6,086
負 債 合 計 1,057,116
〈純 資 産 の 部〉

株 主 資 本 2,349,520
資 本 金 693,250
資 本 剰 余 金 1,201,533
利 益 剰 余 金 502,963
自 己 株 式 △48,226
その他の包括利益累計額 28,132
その他有価証券評価差額金 28,132
非 支 配 株 主 持 分 63,545
純 資 産 合 計 2,441,198

資 産 合 計 3,498,314 負 債 純 資 産 合 計 3,498,314
（注） 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（自

至
2020
2021

年
年
７
６
月
月
１
30
日
日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 4,526,256
売 上 原 価 2,866,575
売 上 総 利 益 1,659,680
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,159,322
営 業 利 益 500,358
営 業 外 収 益 3,838
受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,635
そ の 他 2,202

営 業 外 費 用 1,752
支 払 利 息 1,752

経 常 利 益 502,443
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 502,443
法 人 税 等 135,989
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 152,547
過 年 度 法 人 税 等 △20,126
法 人 税 等 調 整 額 3,567

当 期 純 利 益 366,454
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 7,524
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 358,930

（注） 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2021年６月30日現在）

（単位：千円）　
科 目 金 額 科 目 金 額

〈資 産 の 部〉 〈負 債 の 部〉
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

仕 掛 品

前 払 費 用

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

工 具、 器 具 及 び 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

関 係 会 社 株 式

そ の 他

2,155,807

1,609,798

467,950

27,920

22,150

27,988

774,589

163,050

82,821

4,148

7,244

68,836

23,769

23,215

553

587,769

66,783

50,324

415,812

54,848

流 動 負 債 803,074
買 掛 金 82,753
短 期 借 入 金 105,000
未 払 金 87,601
未 払 費 用 306,485
未 払 法 人 税 等 91,199
未 払 消 費 税 等 45,275
前 受 金 58,429
賞 与 引 当 金 18,796
そ の 他 7,534
固 定 負 債 6,086
そ の 他 6,086
負 債 合 計 809,160
〈純 資 産 の 部〉

株 主 資 本 2,093,103
資 本 金 693,250
資 本 剰 余 金 610,820
資 本 準 備 金 531,658
そ の 他 資 本 剰 余 金 79,162
利 益 剰 余 金 837,258
そ の 他 利 益 剰 余 金 837,258
繰 越 利 益 剰 余 金 837,258

自 己 株 式 △48,226
評価・換算差額等 28,132
その他有価証券評価差額金 28,132
純 資 産 合 計 2,121,235

資 産 合 計 2,930,396 負 債 純 資 産 合 計 2,930,396
　
（注） 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（自

至
2020
2021

年
年
７
６
月
月
１
30
日
日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 3,083,135
売 上 原 価 1,830,158
売 上 総 利 益 1,252,976
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 880,651
営 業 利 益 372,324
営 業 外 収 益 27,701
受 取 利 息 及 び 配 当 金 26,640
そ の 他 1,060

営 業 外 費 用 1,186
支 払 利 息 1,186

経 常 利 益 398,839
税 引 前 当 期 純 利 益 398,839
法 人 税 等 100,203
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 121,804
過 年 度 法 人 税 等 △18,402
法 人 税 等 調 整 額 △3,198

当 期 純 利 益 298,636
（注） 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2021年８月18日

アクモス株式会社
取締役会 御中

UHY東京監査法人
東京都品川区
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 鹿目 達也 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 谷田 修一 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、アクモス株式会社の2020年７月１日から2021年
６月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、アクモス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益
の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切
な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
2021年８月18日

アクモス株式会社
取締役会 御中

UHY東京監査法人
東京都品川区
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 鹿目 達也 ㊞
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 谷田 修一 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、アクモス株式会社の2020年７月１日から
2021年６月30日までの第30期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するた
めにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本
　

　

監 査 報 告 書
　当監査等委員会は、2020年7月1日から2021年6月30日までの第30期事業年度の取締役の職務の執行に
関して監査いたしました。その方法及び結果につき、以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並
びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役等及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、
下記の方法で監査を実施いたしました。
(1) 監査等委員会が定めた監査等委員会監査基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部
統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務
及び財産の状況を調査いたしました。
また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じ
て子会社から事業の報告を受け、その業務及び財産の状況を調査いたしました。

(2) 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計
監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に
掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為、法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システム
に関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に関する内部統制を含め、
指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 ＵＨＹ東京監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人 ＵＨＹ東京監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年８月19日
アクモス株式会社 監査等委員会
常勤監査等委員 西 山 達 男 ㊞
監査等委員 板 垣 雄 士 ㊞
監査等委員 松 尾 恭 志 ㊞
監査等委員 金 子 登志雄 ㊞

　(注) 常勤監査等委員 西山達男、監査等委員 板垣雄士、松尾恭志は、会社法第２条第15号及び第331条第６項
に規定する社外取締役であります。

　

以 上
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〈メ モ 欄〉

2021年08月26日 10時59分 $FOLDER; 37ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 37 ―

〈メ モ 欄〉
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株主総会会場ご案内略図
至市ヶ谷

至四ツ谷 ・
新宿

至皇居 ・ 
半蔵門

至赤坂 ・ 
渋谷

至皇居

新宿通り

プ
リ
ン
ス
通
り

ホ
テ
ル 

ル
ポ
ー
ル
麹
町

(

麹
町
会
館)

青山通り

麹町四丁目

麹町駅1番口

厚生会館

都市センターホテル

都道府県会館東京ガーデンテラス
紀尾井町

砂防会館

永田町駅
9ａ番出口

永田町駅
9b番出口

永田町駅
5番出口

文藝春秋

城西大学
東京紀尾井町
キャンパス

みずほ銀行

三菱ＵＦＪ銀行

紀尾井町

千代田放送会館

平河町

全国都市会館

麹町中学校

　

　
会場：東京都千代田区平河町二丁目４番３号

ホテル ルポール麹町（麹町会館） ２階 ルビー
（正面入口右手のエスカレーターで２階へお上りください。）

交通：地下鉄有楽町線「麹町駅」半蔵門方面１番口より徒歩約３分
地下鉄南北線「永田町駅」紀尾井町方面９ｂ番出口より徒歩約５分
地下鉄半蔵門線・有楽町線「永田町駅」平河町方面５番出口より徒歩約５分

ご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。
予めご了承くださいますよう、お願い申し上げます。

2021年08月26日 10時59分 $FOLDER; 40ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）


